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令和６年度 再評価対象地区に係る事業制度・費用対効果の分析について 
 

課名 都市整備課 

 

○ 

事 

業 

制 

度 

に 

つ 

い 

て 

事 業 名 街路事業 

事 業 目 的 
都市における円滑な交通の確保、豊かな公共空間を備えた良好な市街地の形成

を図り、安全で快適な都市生活と機能的な都市活動に寄与すること 

採 択 基 準 

・地域住民の日常生活の安全性若しくは利便性の向上を図るために必要であ

り、又は快適な生活環境の確保若しくは地域の活力の創造に資すると認めら

れるものであること。 

・公共施設その他の公益的施設の整備、管理若しくは運営に関連して、又は地

域の自然的若しくは社会的な特性に即して行われるものであること。 

概      要 

(メニュー) 

 都市計画決定された道路（都市計画道路）を整備する事業で「都市計画法」

に基づき、主に既成市街地（用途区域）内において実施する次のもの。 

・都市計画道路の拡幅や線形改良またはバイパス等の建設 

・鉄道の連続及び単独の立体交差化（踏切除却など） 

・交通結節点整備（駅または駅前広場など） 

・電線類の地中化（電線共同溝など） 

○ 

費 

用 

対 

効 

果 

の 

分 

析 

に 

つ 

い 

て 

 

＊ 

費 

用 

便 

益 

B/C 

＊ 

効
果
の
項
目 

う 
ち 
貨 
幣 
換 
算 
す 
る 
項 
目 

》  
Ｂ 

《  

・走行時間短縮便益 

道路の整備・改良が行われない場合の総走行時間費用から、道路の整備・
改良が行われる場合の総走行時間費用を減じた差 

・走行経費減少便益 

道路の整備・改良が行われない場合の走行経費から、道路の整備・改良が
行われる場合の走行経費を減じた差 

・交通事故減少便益 

道路の整備・改良が行われない場合の交通事故による社会的損失から、道

路の整備・改良が行われる場合の交通事故による社会的損失を減じた差 

そ
の
他
項
目 

 

費 
用 

》  
Ｃ 

《  
の 
算 
定 

費用の算定＝道路整備に要する事業費＋維持管理に要する費用 

ここで、道路整備に要する事業費とは工事費、用地費、補償費、間接経費である。 

費用及び便益の前提 

 ・検討年数：５０年間 

 ・基準年次：評価時点 

 ・社会的割引率：４％ 

費
用
便
益
比
の 

基
準 

 

費用便益比（Ｂ／Ｃ）が１．０以上 
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令和６年度 再評価実施箇所（附図） 

                                                                       担当課〔都市整備課〕 

番   号 
３ 

 事 業 名 

 (路線･河川名等)      

街路事業 

都市計画道路 新所平島線（平成工区） 

事業実施  

箇    所 

羽島郡岐南町徳田 

 ～羽島郡岐南町平成 
事 業 主 体 岐阜県 

採択年度 平成２２年度 完了予定年度 令和２３年度 

 再評価の実施基準 再評価を実施した後５年間が経過した時点で継続中の事業（経過措置） 

 事業目的  

都市計画道路新所平島線は、岐阜市茜部大川２丁目を起点とし羽島郡岐南町平島８丁目に至る延長

５．３８ｋｍの路線である。当事業はこのうち０．８４ｋｍ区間を整備するものであり、４車線化及び

踏切（平面交差）の解消による円滑な交通の確保、歩道整備による歩行者・自転車通行の安全性向上を

目的としている。 

 事業概要  

計画延長 Ｌ＝８４６ｍ 計画幅員 Ｗ＝２２．０ｍ 

現道拡幅（３．２５ｍ×４車線）、踏切除却（アンダーパス）、歩道設置 

 概 要 図  
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（平成工区）

事業再評価

街路事業

都市計画道路 新所平島線

令和６年１２月２５日

都市建築部 都市整備課

しんしょ へいじま

都 市 建 築 部 の 整 備 方 針

政策の３本柱政策の３本柱

主要施策主要施策

「魅力にあふれ、安心して暮らせる」まちづくりの推進

基本方針基本方針

①「清流の国ぎふ」を支える人づくり

② 健やかで安らかな地域づくり

③ 地域にあふれる魅力と活力づくり

1

●広域ネットワーク・インフラの整備

・都市の骨格を形成する街路事業の推進
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2

位 置 図 ①

都市計画道路 新所平島線
平成工区 延長L=846m

21

22

起
点

岐
阜
市
茜
部
大
川
２
丁
目

終
点

羽
島
郡
岐
南
町
平
島
８
丁
目

都市計画道路 新所平島線
延長L=5,380m

大垣IC

長野県

滋賀県

157

258

高山市

石川県

富山県

福井県

三重県

愛知県
多治見市

位 置 図

美濃加茂市

158

21

156
41

岐阜市

大垣市 中津川市

E41

E67

C3

E67

E41

E1

C3C3

E19

事業箇所

19

(C)岐阜県

凡例
高速道路
一般国道（国管理）
一般国道（県管理）
主要地方道
一般県道

都市計画道路

未改良

事業区間

改良済

3

位 置 図 ②

至
大
垣
市

至
各
務
原
市

岐南インター交差点

起
点

羽
島
郡
岐
南
町
徳
田

終
点

羽
島
郡
岐
南
町
平
成

21

22

起点

写真①

JR東海道本線の踏切を望む

写真②

終点：国道22号方面を望む

写真③

（都）新所平島線
平成工区 L=846m

至 関市

至 愛知県

岐南
中学校

写真①

(C)岐阜県

写真② 写真③
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4

事 業 概 要

◆起 終 点：羽島郡岐南町徳田～羽島郡岐南町平成

◆全体延長：８４６ｍ

◆総事業費：約１３０億円

◆事業着手：平成２２年度

◆完成予定：令和２３年度

◆道路規格：第４種第１級

◆幅 員：２２．０００ｍ

はしまぐん ぎなんちょう とくだ はしまぐん ぎなんちょう へいせい

22000

65001500

（ 歩道） （ 歩道）

6500

500 500

32503250

（ 車道）（ 車道） （ 中央帯）

標準横断図

（車道）
３．２５ｍ×４車線

（歩道）
３．２５ｍ 両側

事 業 の 目 的 ①

5

踏切部（平面交差）の解消による混雑の緩和

■当該区間には、ＪＲ東海道本線と交差するボトルネック踏切（深沼踏切）

が存在

■踏切部（平面交差）の解消により、混雑を緩和

（都）新所平島線
平成工区 L=846m

名
鉄

名
古

屋
本

線

写真①：ボトルネック踏切（深沼踏切）

21

22

至 関市

至
大
垣
市

写真①

至
各
務
原
市

ボトルネック踏切
（深沼踏切）岐南

中学校

写真②

【ボトルネック踏切】

踏切交通遮断量が5万台時/日以上の踏切（深沼踏切：62,562台時/日）

(踏切交通遮断量＝1日交通量×踏切遮断時間)

出典：国土交通省

写真②：ボトルネック踏切（深沼踏切）

(C)岐阜県

至 愛知県
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岐南
中学校

名
鉄

名
古

屋
本

線
6

事 業 の 目 的 ②

■当該区間は周辺小中学校の通学路に指定されているが、踏切前後において歩
道が整備されておらず、歩行者等の安全が確保できていない

■歩道を整備し、安全で快適な歩行空間を確保

安全で快適な歩行空間の確保

写真①：歩道整備済区間

写真②：歩道未整備区間

路肩を通行する中学生

21

22

岐南インター交差点

歩道未整備区間

通学路

歩道整備済区間

至 愛知県

至 関市

（都）新所平島線
平成工区 L=846m

西小学校

通学路

至
大
垣
市

至
各
務
原
市

写真①

写真②

(C)岐阜県

7

事業を巡る社会経済情勢等の変化

至 愛知県

■Ｈ24.9に開通した徳田工区や本工区の沿線では、商業施設の立地が進むな
ど沿道利用が進んでいる

至 関市

至
各
務
原
市

名
鉄

名
古

屋
本

線

21

22

156

21

（都）新所平島線
平成工区 L=846m

岐阜各務原IC

至
大
垣
市

東
海

北
陸

自
動

車
道

（都）新所平島線
徳田工区 L=1.1km
（H24.9 供用）

写真②写真①

ドラッグストア

スーパーマーケット

写真①

写真②
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8

事 業 の 進 捗 状 況

全体進捗率 ３２％ 用地補償進捗率９６％ 工事進捗率１２％

※ 令和６年度末事業費ベース

※ ※ ※

至
大
垣
市

至
各
務
原
市

起
点

羽
島
郡
岐
南
町
徳
田

終
点

羽
島
郡
岐
南
町
平
成

21

22

（C）岐阜県

岐南インター交差点

岐南
中学校

（都）新所平島線
平成工区 L=846m

起点

写真①

JR東海道本線の踏切を望む

写真②

終点：国道22号方面を望む

写真③

写真① 写真③写真②

■路床改良の工法を良質土への入替えから、セメント改良とすることで残土処
分費など、約４千万円のコストを削減

◆ＬＥＤ照明の採用による環境への配慮

9

路床改良の工法をセメント改良に変更

コ ス ト 縮 減 の 取 り 組 み
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費 用 対 効 果 分 析

投資的効果率

事業の効果

●走行時間短縮便益 ･･････ 効果全体の約９４％

●走行経費減少便益 ･･････ 効果全体の約 ５％

●交通事故減少便益 ･･････ 効果全体の約 １％

総便益（Ｂ)

総費用（Ｃ)
＝ １．２

※費用便益分析マニュアル(R5.12 国土交通省)に基づき算出

前回再評価時

（令和元年度）

１．３

11

今 後 の 方 針 （案）

＝事業継続＝

○（都）新所平島線 平成工区の完成は、ボトルネック踏
切の除却による混雑の緩和、歩行者の安全な交通確保
に大きく寄与する。

○地元住民および関係自治体から事業の継続、早期完成
の強い要望がある。
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前回 今回
(基準年：R1） (基準年：R6）

H22～R10 H22～R23

68.8 116.3
0.1 0.1

69.0 116.4

82.9 129.5
6.8 6.9
1.7 0.1

91.4 136.5

1.3 1.2

【費用の主な変化要因】【+47億円】
・JR東海道本線とのアンダーパスについて、列車通行時の工事休止に伴う工事費や安全対策費の増加、軟
弱地盤対策に伴う薬液注入工の追加などに伴い、費用が増加した。【39億円】
・評価基準年の更新や事業期間の延長により、現在価値化した費用が増加した。【8億円】

【便益の主な変化要因】【+45億円】
・将来道路網条件や将来OD表の変更に伴い、事業区間と平行する路線の走行時間短縮便益などが増加し
た。【60億円】
・費用便益分析マニュアルの改訂（R5年12月）による、時間価値原単位、走行経費原単位、
　交通事故損失額算定式の変更に伴い便益が増加した。【7億円】
・評価基準年の更新や事業期間の延長により、現在価値化した便益が減少した。【▲22億円】

【費用対効果分析結果の変化】
・費用対効果分析結果は、前回の1.3から1.2に減少しているが、費用便益比は1を上回っており、十分な事
業効果が確保される見通しである。

効果
(億円)

走行時間短縮便益

走行経費減少便益

交通事故減少便益

合計（Ｂ）

費用対効果分析結果（Ｂ／Ｃ）

※上記の事業費は、国のマニュアルに基づき社会的割引率を用いて現在価値に換算しているため、実際の
事業費と異なる。

■費用対効果分析の分析方法
・費用便益分析マニュアル／国土交通省　道路局　都市局/R5.12

■費用対効果分析結果の要因変化

現道拡幅　延長 L=846m、幅員 W=22.0m

■費用対効果分析結果

区分 備考

事業期間

費用
(億円)

事業費

維持管理費

合計（Ｃ）

■事業内容

令和６年度第６回
岐阜県事業評価監視委員会

費用対効果分析資料

■事業名
街路事業　（都）新所平島線　平成工区
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